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国名
水質検査体制強化プロジェクト

バングラデシュ人民共和国

Ⅰ 案件概要

事業の背景

バングラデシュでは、1993 年に地下水の砒素汚染の発覚以降、安全な飲料水供給の観点から体系的
な水質検査システム整備の重要性が指摘されてきた。政府により 2004 年に承認された「砒素緩和国家
政策」では、i）既存井戸及び代替水源の水質検査のための組織及び関係者の能力向上、ii）砒素分析の
ための機材が整備されたラボラトリー間のネットワークの構築の必要性が明確に述べられている。公
衆衛生工学局（DPHE）は 1980 年代より、水質検査活動を開始し、JICA を含むドナーの支援の下、地
方ラボラトリー（ラボ）が設置された。他方、中央・地方ラボの運営管理、分析・品質管理、ラボ間
の情報伝達システムの改善、水質データベース構築運営管理における能力向上といった技術面の課題
が残っていた。このような状況下、中央・地方ラボを対象とした技術協力プロジェクトの要請が日本
政府に対してなされた。

事業の目的

本事業は、DPHE の水質検査及び水質モニタリング実施の能力向上、さらには安全な飲料水を確保す
るための水質サーベイランス・システムの構築を目指した。

1. 上位目標：安全な飲料水を確保するために、水質モニタリングが適切に実施され、関連する水質調
査システムが立ち上げられる

2. プロジェクト目標：DPHE の水質検査及び水質モニタリング実施の能力が向上する

実施内容

1. 事業サイト：中央ラボ（ダッカ）、11 地方ラボ（マイメンシン、コミラ、ラッシャヒ、クルナ、ロ
ングプール、ボグラ、トンギ、シレット、ジェナイダ、バリサル、ノアカリ）

2.主な活動：日本人専門家によるラボスタッフ対象の水質検査に関する研修、水質検査の作業手順・
規定の明確化、作業手順とラボ運営管理のガイドラインの開発、中央・地方ラボにおける水質モ
ニタリングの試行

3. 投入実績

日本側
1) 専門家派遣 7 人
2) 研修員受入 11 人
3) 機材供与 水質検査機材、オフィス機器等
4) 現地業務費 62 百万円（機材供与、現地

庸人雇用等）

相手国側
1) カウンターパートの配置 67 人（ラボスタッフ）
2) 土地・施設提供 日本人専門家執務スペース、研

修施設等
3) ローカルコスト負担 2 百万 Tk.

事前評価年 2008 年 協力期間 2009 年 3 月～2012 年 3 月 協力金額
（事前評価）300 百万円
（実績）327 百万円

相手国実施機関 保健省（MOPH）、社会開発・人間の安全保障省（MSDHS）
日本側協力機関 厚生労働省

I 評価結果

1 妥当性

【事前・事業完了時のバングラデシュ政府の開発政策との整合性】
砒素汚染の軽減や安全な飲料水へのアクセス向上は、「貧困削減戦略文書」（2005～2010 年）、「第 6 次 5 ヵ年計画」（2011

～2015 年）及び「バングラデシュ展望計画 2010-2021」に優先付けられていることから、本事業はバングラデシュ政府の政
策に合致している。
【事前・事業完了時のバングラデシュにおける開発ニーズとの整合性】
地下水の砒素汚染が 1990 年代に発覚し、20～30 万人が砒素汚染の被害を受けていたとされ、本事業完了時でも 20 万人以

上がその脅威にさらされていた。安全な飲料水確保のための水質検査実施にかかる DPHE ラボラトリーの能力向上に対して
大きなニーズがあった。
【事前評価時における日本の援助方針との整合性】
「対バングラデシュ国別援助計画」（2006 年）では重点目標の一つが社会開発と人間の安全保障であり、このための優先

セクターが環境であった。
【デザインの適切性】
プロジェクト目標は概ね達成されたが、上位目標の達成には貢献しなかった。言い換えると、DPHE ラボは十分な項目を

用いた水質検査・モニタリングの実施能力を向上させ、WSF に含まれる包括的水質分析プロトコールを作成した。しかしな
がら、事業完了後、DPHE は定期的な水質モニタリングとサーベイランスを開始していない。その理由は、安全な飲料水確
保のための水質モニタリングやサーベイランスは政策の中で優先付けられているものの、予算不足によるものである。計画
時と事業実施中において、予算確保の見通し及び予算承認を得るための対策を考慮すべきであった。
【評価判断】

以上より、事業のデザインについて言えば上位目標達成のために予算確保の対策を講じるべきではあったものの、バング
ラデシュの開発政策、開発ニーズ、および日本の援助方針と整合性が高かった。したがって、本事業の妥当性は高い。

2 有効性・インパクト

【プロジェクト目標の事業完了時点における達成状況】
プロジェクト目標は概ね達成された。計画されたとおり、中央ラボで 53 項目、地方ラボで 22 項目により水質検査が行わ

れるようになった。ラボ機器の日常的メンテナンスはガイドラインに沿って実施されているが、予算不足により修繕が遅れ
た。ラボの運営管理に関して DPHE は ISO/IEC 170251を取得した。

                                                       
1 ISO/IEC 17025 は試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項の国際標準規格。



【本事業の効果の事後評価時点における継続状況】
プロジェクト目標の効果は概ね継続している。水質検査とラボの運営管理は本事業の実施時と同様に行われている。試薬

と機材は本事業によって作成された品質マニュアルに沿って運用されているが、予算不足のため、水質検査に対して高まる
需要を満たすのに十分な試薬を定期的に供給できていない。DPHE ラボのいずれも ISO/IEC 17025 の認証を受けていないの
は、必要な基準の全てを満たしていないためである。しかしながら、DPHE のラボは国家科学産業研究評議会により国内の
最高水質検査機関として評価されている。
【上位目標の事後評価時点における達成状況】
上位目標は事後評価時点では達成されていない。定期的な水質モニタリング、サーベイランスのいずれも開始されていな

い。なぜなら予算配分がなく、DPHE はこれらの施策を有していないためである。DPHE によると、2016 年に水質サーベイ
ランスは 2 自治体でそれぞれの地方ラボにより試行される予定である。フルスケールの水質モニタリングのためのロードマ
ップとして、2011 年、政府は WHO の飲料水の水質ガイドラインに基づいて「水安全性の枠組み」（WSF）を策定し、飲料
水の安全性に関するガイドラインを数種作成した。しかしながら、予算配分がないためこれらに基づく水質検査は実施され
ていない。代わりに、DPHE ラボは、DPHE、地方行政技術局（LGED）、公共事業局（PWD）、NGO 等が新たに施設を建
設する際に水質検査を実施している。また、DPHE ラボは NGO や他の開発事業が地下水やその他の飲料水を検査する際に
支援し、汚染があった箇所に印を付けている。
【事後評価時点で確認されたその他のインパクト】

DPHE 中央ラボには廃水処理機材がある（JICA 設置2）。しかしながら、2013 年以降、試薬や地方ラボからの廃水の運搬手
段が不足しているためこの施設は機能していない。中央ラボは他の廃棄物とともに廃水を処理しており、これらは地表水や
土壌と混ざっており、環境面や人々の健康に負のインパクトをもたらすことは否定できない。DPHE は、廃水量は少量であ
り重大な問題を引き起こすことはないとしているが、試薬や廃水の運搬の調達を行う指示を出している。
【評価判断】
プロジェクト目標は概ね達成、継続しているが、事後評価時点では上位目標の達成には至っていない。つまり、DPHE ラ

ボは十分な項目を用いた水質検査・モニタリングの実施能力を向上させた。しかしながら、予算不足により、DPHE は定期
的な水質モニタリング・サーベイランスを開始していない。また、ラボからの不適切な廃水によって負のインパクトが生じ
るかもしれないという懸念がある。したがって、本事業の有効性／インパクトは低い。

プロジェクト目標及び上位目標の達成度

目標 指標 実績

（プロジェクト目標）

DPHE の水質検査及び

水質モニタリング実施

の能力が向上する

1. DPHE ラボで十分な

試薬と機器が活用でき

る状態になる

（完了時）一部達成

- ラボ機材の日常的なメンテナンスはガイドラインに沿って実施されている。大規模

なメンテナンスとラボスタッフのOJTは計画されたが実施されなかった。機器の修繕

とメンテナンスは予算不足のために遅れた。

（事後評価時）一部継続

- 資機材は利用可能な状態であるが、試薬の定期的な供給は限定的である。

2. ISO に基づいてラボ

のマネジメントシステ

ムが確立する

（完了時）達成

- ラボマネジメントシステムはISO/IEC 17025に沿って構築された。

（事後評価時）継続

- 中央・地方ラボの業務、試薬、機材は品質マニュアルに沿って運用されている。

3. 地方ラボで 22 項目、

中央ラボで 53項目の分

析が可能となる

（完了時）達成

- 中央ラボでは53項目、地方ラボでは22項目を用いて分析可能となった。

（事後評価時）継続

- 中央ラボでは最大 65 項目、地方ラボでは 22 項目の分析が可能である。

（上位目標）

安全な飲料水を確保す

るために、水質モニタ

リングが適切に実施さ

れ、関連する水質調査

システムが立ち上げら

れる

1. 包括的プロトコール

に沿って、水質モニタ

リングが定期的に実施

される

（事後評価時）未達成

- 定期的な水質モニタリングは開始されていない。

2. 包括的プロトコール

に沿って、水質サーベ

イランスが実施される

（事後評価時）未達成

- DPHE による水質サーベイランスは実施されていない。

情報源：DPHE
3 効率性

事業期間は計画どおりであったが（計画比：100％）、事業費は計画を超えた（計画比：109％）。その理由はバングラデシ
ュ側の予算が承認されるまでの間経費の幾らかを日本側で負担したためと思われる。よって、本事業の効率性は中程度であ
る。
4 持続性

【政策・制度面】
安全な飲料水を確保するための水質検査モニタリング・サーベイランスはWSFを含む政府の政策で優先付けられている。

WSFには飲料水の安全性の計画や水質モニタリングのプロトコールに関するガイドラインが含まれている。水質検査・モニ
タリングに関する現在の政策が将来変更される具体的な予定はない。
【体制面】

DPHEラボの組織構造や機能に変更はない。水質モニタリング・調査部（WQMSC）の機能は明確に定義されている。地方
ラボの業務は中央ラボによってモニタリングされている。半年ごとに中央ラボは地方ラボにサンプルを送り、地方ラボによ
る検査結果が中央ラボの検査結果と比較される。結果が異なっていた場合、中央ラボは地方ラボにモニタリングチームを派
遣し、機材検査を行う。水質検査の結果は毎月、中央ラボのデータベースに集約される。中央・地方ラボの職員のポストは、

                                                       
2 水質検査システム強化計画（2004 年）。



退職やよりよい条件を求めての転職があるため、多くが欠員となっている。職員採用や昇進プロセスが遅く、ポスト充足が
間に合っていない。地方自治局により採用プロセスを加速化するための委員会が設置されたところである。ラボの科学者や
細菌学者は離職が頻繁である。その理由は、管理職員からの管理が厳しいこと、リスクある業務に対してインセンティブが
ないことである。これらの欠員や頻繁な離職が、水質検査の待ち時間を長引かせ、契約職員が水質検査を不適切に実施して
しまう問題を引き起こしている。供与されたラボ機材は、幾つか（蒸留水製造機、イオン計測器等）を除いて大半がよい状
態にある。地方ラボでは、人員や試薬の不足により、依頼のあった検査の多くが実施されずにいる。地方ラボそれぞれで定
期的メンテナンスは実施されているが、特別な修繕は中央ラボを通じて地元の
サプライヤーに委託される。修繕の部品の中には地元のエージェントから取り
寄せなければならないものもあり、数週間要することもある。
【技術面】
ガイドライン数種が作成され3、大半のラボ職員はこれらの利用について研

修を受けている。ニーズアセスメントに基づいた定期的な研修は予算不足のた
めに実施されていないが、職員の要望に基づいてOJTが実施されている。講師
は本事業によって養成された講師が務めている。ガイドラインは更新されてお
らず再印刷されていないが、事後評価で訪問したラボ4ヶ所全てで参照可能な
状態にあった。残念ながら、主体的な定期的水質モニタリングが実施されてい
ないことから、職員はガイドラインの全てを十分には活用できていない。マニ
ュアルは部分的に利用されているが、職員の能力レベルにはばらつきがある。UPS/IPS（無停電電源装置／即時電源供給）
の半数以上が機能しておらず、コンピューターは更新されていないため、水質検査の精度に影響している。
【財務面】
過去4年間、DPHEの予算に大きな増減はない（表1）。試薬の予算は毎年微増している。消耗品やスペアパーツに特化した

予算はなく、各ラボは他予算から調整する必要がある。DPHEは通常業務の遂行に大きな問題に直面していないものの、増
加するニーズに対応するための予算は十分でない。水質検査については、地方ラボが要求する50～60％の予算が承認される
のみである。有効性・インパクトの項で述べたように、予算不足により定期的な水質モニタリングとサーベイランスが開始
されていない。予算不足はDPHE業務の優先度の低さや財務省との交渉力の低さから生じている。しかしながら、DPHEによ
ると、2自治体で予定されている水質サーベイランスの予算は算出されており、歳入が充てられる予定である地方ラボは水
質検査業務による収入があるが4、これは国庫に納入されてDPHEに戻ってこない。DPHEは水質検査からの収入を確保する
手段を模索しているところである。
【評価判断】
以上より、実施機関の体制面、技術面、財務面に問題がある。よって、本事業によって発現した効果の持続性は低い。

5 総合評価

プロジェクト目標は概ね達成、継続しているが、上位目標の達成には至っていない。つまり、DPHE ラボは十分な項目を
用いた水質検査・モニタリングの実施能力を向上させた。しかしながら、予算不足により、DPHE は定期的な水質モニタリ
ング・サーベイランスを開始していない。持続性に関しては、頻繁な離職や採用プロセスの遅延により中央・地方ラボとも
に職員が不足している。また、予算不足により定期的な研修、試薬や消耗品の購入ができない。このような状況下、DPHE
ラボは依頼のあった水質検査の全てを実施できていない。効率性については、事業費が計画を僅かに超えた。その理由はバ
ングラデシュ側が負担すべき経費の幾らかをカバーしたためと思われる。
以上より、総合的に判断すると、本事業の評価は低い。

III 教訓・提言

【DPHE への提言】

1. 財務省と交渉し、政府の施策として定期的な水質モニタリングとサーベイランスを実施するための人員と予算を増加さ

せることを提言する。

2. ラボ職員に対して業務に基づくボーナスや危険手当として収入の一部（10～20％）を支払うようなインセンティブや報

酬支払いのメカニズムを作ることを提言する。

3. 現在、地表水に混ざっている廃水が環境面や人々の健康に負のインパクトをもたらすために、廃水処理装置を作動させ

る必要がある。そのためには、必要な試薬や地方ラボからの廃水の運搬手段を確保することを提言する。

【JICA への教訓】

1. プロジェクト目標は概ね達成されたが、上位目標の達成には貢献しなかった。DPHE ラボは十分な項目を用いた水質検

査・モニタリングの実施能力を向上させ、WSF に含まれる包括的水質分析プロトコールを作成した。しかしながら、事

業完了後、DPHE は定期的な水質モニタリングとサーベイランスを開始していない。その理由は、安全な飲料水確保の

ための水質モニタリングやサーベイランスは政策の中で優先付けられているものの、予算不足によるものである。計画

時と事業実施中において、予算確保の見通し及び予算承認を得るための対策を考慮すべきであった。DPHE と本事業は、

事業開始前にバングラデシュにおける予算承認・配分のプロセスにつき明確にし、事業期間内に政策を予算化された活

動として実現させるために、技術面だけでなく制度面・財務面でも介入すべきであった。例えば、水質モニタリングや

サーベイランスは予算計画を含めたプログラムを策定し、事業完了時までに財務省からの承認を得る支援をすべきであ

った。

                                                       
3 作成されたガイドラインは「ラボ廃水・廃棄物の運用ガイドライン」「機材維持管理ガイドライン」「DPHE WQMSC 内部検定試験ガイド

ライン」「水質モニタリング包括的プロトコール」。
4 2010～2012 年の入手データによると、11 の地方ラボは 742 から 6,031Tk.の収入があった。金額は検査依頼に基づくもので、ラボや年によ

って異なる。

表 1．DPHE の予算（百万 Tk.）
2012 2013 2014 2015

（計画）

予算合計 6,125 5,602 4,648 5,742
事業予算 2,730 2,104 965 746
ラボ 3 15 31 7
試薬 3 5 6 7

情報源：DPHE



（中央ラボでの水質検査用試薬） （クルナの地方ラボに供与された機材）


